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1. 平成30年3月期第1四半期の連結業績（平成29年4月1日～平成29年6月30日）

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する四
半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

30年3月期第1四半期 121 △77.4 △111 ― △112 ― △32 ―

29年3月期第1四半期 539 △25.1 0 ― 8 ― 3 ―

（注）包括利益 30年3月期第1四半期　　△123百万円（―％） 29年3月期第1四半期　　4百万円（―％）

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

30年3月期第1四半期 △12.14 ―

29年3月期第1四半期 2.05 ―

１．前第1四半期連結累計期間の潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．当第1四半期連結累計期間の潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額については、1株当たり四半期純損失であるため、記載しておりません。

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率
百万円 百万円 ％

30年3月期第1四半期 2,244 893 33.4

29年3月期 2,190 1,017 39.2

（参考）自己資本 30年3月期第1四半期 749百万円 29年3月期 857百万円

2. 配当の状況

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

29年3月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00

30年3月期 ―

30年3月期（予想） 0.00 ― 0.00 0.00

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

3. 平成30年 3月期の連結業績予想（平成29年 4月 1日～平成30年 3月31日）

（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する
当期純利益

1株当たり当期
純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 1,020 0.1 0 ― 0 ― △32 ― △11.80

通期 2,955 65.5 98 ― 92 ― 52 ― 9.62

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無



※ 注記事項

(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無

新規 ― 社 （社名） 、 除外 ― 社 （社名）

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

①会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

②①以外の会計方針の変更 ： 無

③会計上の見積りの変更 ： 無

④修正再表示 ： 無

(4) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 30年3月期1Q 2,702,173 株 29年3月期 2,702,173 株

② 期末自己株式数 30年3月期1Q 1 株 29年3月期 1 株

③期中平均株式数（四半期累計） 30年3月期1Q 2,702,172 株 29年3月期1Q 1,842,272 株

※四半期決算短信は四半期レビューの対象外です

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に掲載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の
業績はさまざまな要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、四半期
決算短信（添付資料）２ページ「連結業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご覧ください。
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１．当四半期決算に関する定性的情報 
（１）経営成績に関する説明 

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、企業収益、雇用環境の改善を背景に緩やかな

回復基調となりました。しかしながら、海外の経済情勢は米国の政策動向、政治・経済の両面で不

安定な欧州情勢、中国経済の減速等、依然先行き不透明感は払拭できない状況です。このような状

況の中、当社グループは引き続き再生可能エネルギー事業及び省エネルギー関連事業を積極的に推

進して参りました。 
また、当第１四半期連結累計期間において保有する投資有価証券を売却することにより、特別利

益として 62百万円を計上しております。 
以上の結果、当第１四半期連結累計期間における売上高は 121 百万円（前年同期比 417 百万円減、

77.4%減）、営業損失 111 百万円（前年同期  営業利益０百万円）、経常損失 112 百万円（前年同
期  経常利益８百万円）、親会社株主に帰属する四半期純損失 32 百万円（前年同期  親会社株主に
帰属する四半期純利益３百万円）となりました。 

  

セグメントの業績については、次のとおりであります。 
なお、第１四半期連結累計期間より報告セグメントごとの業績をより適切に評価するために、販

売費及び一般管理費の配賦基準等を見直し、報告セグメントの利益又は損失の算定方法を変更して

おります。このため、以下の前年同期との比較については、前年同期の数値を変更後の算定方法に

より作成した数値で比較しております。 
（省エネルギー関連事業） 
省エネルギー関連事業におきましては、売上高 92 百万円（前年同期比 64 百万円増、228.8%増）、
セグメント損失（営業損失）は 43百万円（前年同期  セグメント損失  42百万円）となりました。 
（再生可能エネルギー事業） 
再生可能エネルギー事業におきましては、当第１四半期連結累計期間において売上高 29 百万円
（前年同期比 482 百万円減、94.3%減）、セグメント損失（営業損失）は 64 百万円（前年同期  セ
グメント利益  40百万円）となりました。 

  
（２）財政状態に関する説明 

当第１四半期連結会計期間末の総資産は前連結会計年度末より 53 百万円増加し、2,244 百万円と
なりました。これは主に未成事業支出金の増加 280 百万円、投資有価証券の減少 130 百万円、現金
及び預金の減少 94百万円等によるものであります。 
当第１四半期連結会計期間末の負債は前連結会計年度末より 177 百万円増加し、1,351 百万円と
なりました。これは主に未払金の減少 88百万円、前受金の増加 264百万円等によるものであります。 
当第１四半期連結会計期間末の純資産は前連結会計年度末より 123 百万円減少し、893 百万円と
なりました。これは主に親会社株主に帰属する四半期純損失 32 百万円の計上、その他有価証券評価
差額金の減少 75百万円等によるものであります。 
 

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明 

当第１四半期連結累計期間における業績につきましては、営業損失計上の状況でございますが、

概ね計画通りに推移しており、「 平成 29年 3月期決算短信」（平成 29年 5月 15日）において発
表しました業績予想から変更はありません。 
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項 

（継続企業の前提に関する注記） 
該当事項はありません。 

 
（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記） 
該当事項はありません。 

 

（当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動） 

該当事項はありません。 
 
（四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用） 

該当事項はありません。 

 

(セグメント情報) 
Ⅰ  前第１四半期連結累計期間(自  平成 28 年４月１日  至  平成 28 年６月 30 日) 

  

①報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

（単位：千円） 

  

  

報告セグメント 

調整額 

（注）１ 

四半期連結損 

益計算書計上 

額 

（注）２ 

省エネルギー 

関連事業 

再生可能 

エネルギー 

事業 

計 

売上高           
外部顧客への売上高 28,174  511,445  539,619  ― 539,619  

セグメント間の内部売上高又は

振替高 
― ― ― ― ― 

計 28,174  511,445  539,619  ― 539,619  

セグメント利益又は 

セグメント損失（△） 
△42,151  40,731  △1,420  2,321  900  

  

(注)１．セグメント利益又はセグメント損失（△）の調整額は、セグメント間取引消去によるものであります。 

２．セグメント利益又はセグメント損失（△）は四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 
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Ⅱ  当第１四半期連結累計期間(自  平成 29 年４月１日  至  平成 29 年６月 30 日) 

  

①報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

（単位：千円） 

  

  

報告セグメント 

調整額 

（注）１ 

四半期連結損 

益計算書計上 

額 

（注）２ 

省エネルギー 

関連事業 

再生可能 

エネルギー 

事業 

計 

売上高           
外部顧客への売上高 92,637  29,326  121,963  ― 121,963  

セグメント間の内部売上高又は

振替高 
― ― ― ― ― 

計 92,637  29,326  121,963  ― 121,963  

セグメント損失（△） △43,016  △64,544  △107,560  △3,663  △111,224  
  

(注)１．セグメント損失（△）の調整額△3,653 には、セグメント間取引消去 2,520 千円及びのれん償却額△

6,183 千円が含まれております。 

２．セグメント損失（△）は四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

②報告セグメントの変更等に関する事項 

当第１四半期連結会計期間より、報告セグメントごとの業績をより適切に評価するために販売費及び一般管理

費の配賦基準等を見直し、報告セグメントの利益又は損失の算定方法を変更しております。 

当第１四半期連結累計期間の比較情報として開示した前第１四半期連結累計期間のセグメント情報については、

変更後の利益又は損失の算定方法により作成しており、前連結会計年度の第１四半期連結累計期間に開示したセ

グメント情報の利益または損失の算定方法との間に相違がみられます。 

 

３．その他 

 

継続企業の前提に関する重要事象等 

 

当社グループは、当第１四半期連結累計期間におきましては、111,224 千円の営業損失を計上して

おり、前連結会計年度まで３期連続して営業キャッシュ・フローのマイナスを計上していることから、

継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しているものと認識しておりま

す。 

しかしながら、以下の対応策を行うことにより、継続企業の前提に関して重要な不確実性は認めら

れないものと判断しております。 

 

① 営業利益及びキャッシュ・フローの確保 

前連結会計年度に引き続き、各案件の精査を行い、継続的に原価の低減を図り、利益率の向上

を進めてまいります。また、バイオマス燃料事業(ＰＫＳ事業)の推進等を含め、安定的な売上・

利益を確保する体制の構築を進めてまいります。 

② 案件精査、利益率確保のための体制 

案件の精査、見積の正確性を高めるため、営業担当、技術部門、工事管理部門参加のプロジェ

クト会議を立ち上げております。本プロジェクト会議は、月に１回の定例会議と大型案件が発生

した場合の臨時会議を行い、案件ごとの想定原価審査、工程の確認等により利益率確保に努めて

まいります。 
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③ 諸経費の削減 

随時、販管費の見直しを実施し、販管費の削減を推進し、利益確保に努めてまいります。 

④ 資金調達 

財務体質改善のために、将来的な増資の可能性も考慮しつつ、借入金を含めた資金調達の協議

を進めております。 
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